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ふるさと振興部市町村課 

 

県内市町村の健全化判断比率及び資金不足比率について（確報） 
  

令和３年度決算に基づいて算定された県内市町村の健全化判断比率及び資金不足比率は、

次のとおりです。 

健全化判断比率については、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来

負担比率の４指標とも、早期健全化基準以上である市町村はありませんでした。 

 

１ 健全化判断比率及び資金不足比率の状況                         

（１）健全化判断比率 

区分 本県市町村 
早期健全化

基準 
財政再
生基準 

解説 

実質赤字比率 － 
財政規模に応じ 

11.25～15％ 
20％ 

一般会計等を対象とした実質赤字額の標

準財政規模に対する比率 

連結実質赤字比率 － 
財政規模に応じ 

16.25～20％ 
30％ 

全会計を対象とした実質赤字額又は資金

の不足額の標準財政規模に対する比率 

実質公債費比率 
最高で

16.9％ 
25％ 35％ 

一般会計等が負担する元利償還金及び準

元利償還金の標準財政規模に対する比率 

将来負担比率 
最高で 

105.1％ 
350％ － 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負

債の標準財政規模に対する比率 

 

  ア 実質赤字比率・連結実質赤字比率 

県内全市町村において実質赤字及び連結実質赤字は生じていない。 

   

イ 実質公債費比率 

前年度と比較し、33 市町村中 22 市町村で比率が改善しているが、10 市町村で上昇し

ており、県平均（単純平均）では 0.2 ポイント減少している。（R2 決算 10.7％→R3 決算 

10.5％） 

なお、地方債発行に当たり知事の許可を要する 18％以上の団体はない。 

 

ウ 将来負担比率 

前年度と比較し、18 市町村で比率が改善しているが、４市町で上昇しており、県平均

（単純平均）では 6.5 ポイント減少している（R2 決算 41.4％→R3 決算 34.9％）。 

なお、復興財源に活用するものとして平成 23 年度に市町村に交付した東日本大震災津

波復興基金市町村交付金（以下「復興基金」という。本県市町村分 210 億円）を除外し

て計算した場合、将来負担比率は県平均（単純平均）で 35.1％となり、前年度と比較し

6.5 ポイント減少している（R2 決算 41.6％）。 
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（２）資金不足比率 

区分 本県市町村 
経営健全化

基準 
財政再生
基準 

解説 

資金不足比率 なし 20％ － 
公営企業ごとの資金不足額の事業規模

に対する比率 

地方公営企業（121 特別会計）では、資金不足は生じていない。 

 

２ 内陸・沿岸市町村別の比率  

（１）実質公債費比率 

   内陸市町村では同水準を維持しているが、沿岸市町村では改善している。 

（２）将来負担比率 

内陸、沿岸市町村ともに改善している。 
 

 実質公債費比率（％） 将来負担比率（％） 

R3 

決算 

（A） 

R2 

決算 

（B） 

A - B 

R3 

決算 

（A） 

 
R2 

決算 

（B） 

 

A - B 

 

復興基金除き 

(A’) 

復興基金除 き 

(B’) 
A’-B’ 

内陸 10.3 10.3 - 44.4 （44.4） 52.5 (52.5)   △8.1 (△8.1) 

沿岸 10.8 11.2 △0.4 18.5 （18.9） 22.1 (22.7)   △3.6  (△3.8) 

県全体 10.5 10.7 △0.2 34.9 （35.1） 41.4 (41.6)   △6.5 (△6.5) 

※ 内陸市町村：沿岸市町村を除く21市町村 

 沿岸市町村：宮古市、大船渡市、久慈市、陸前高田市、釜石市、大槌町、山田町、岩泉町、田野畑村、

普代村、野田村及び洋野町の12市町村 
 

 



健全化判断比率の状況

(１)　実質赤字比率 (２)　連結実質赤字比率

R4
(R3決算）

R3
(R2決算）

R4
早期健全
化基準

R4
財政再生
基準

R4
(R3決算）

R3
(R2決算）

R4
早期健全
化基準

R4
財政再生
基準

盛岡市 - - 11.25 盛岡市 - - 16.25

宮古市 - - 12.58 宮古市 - - 17.58

大船渡市 - - 13.10 大船渡市 - - 18.10

花巻市 - - 11.85 花巻市 - - 16.85

北上市 - - 12.14 北上市 - - 17.14

久慈市 - - 13.05 久慈市 - - 18.05

遠野市 - - 13.18 遠野市 - - 18.18

一関市 - - 11.43 一関市 - - 16.43

陸前高田市 - - 14.01 陸前高田市 - - 19.01

釜石市 - - 13.21 釜石市 - - 18.21

二戸市 - - 13.31 二戸市 - - 18.31

八幡平市 - - 13.04 八幡平市 - - 18.04

奥州市 - - 11.59 奥州市 - - 16.59

滝沢市 - - 13.09 滝沢市 - - 18.09

雫石町 - - 14.18 雫石町 - - 19.18

葛巻町 - - 15.00 葛巻町 - - 20.00

岩手町 - - 14.59 岩手町 - - 19.59

紫波町 - - 13.48 紫波町 - - 18.48

矢巾町 - - 14.02 矢巾町 - - 19.02

西和賀町 - - 15.00 西和賀町 - - 20.00

金ケ崎町 - - 14.59 金ケ崎町 - - 19.59

平泉町 - - 15.00 平泉町 - - 20.00

住田町 - - 15.00 住田町 - - 20.00

大槌町 - - 15.00 大槌町 - - 20.00

山田町 - - 14.84 山田町 - - 19.84

岩泉町 - - 14.29 岩泉町 - - 19.29

田野畑村 - - 15.00 田野畑村 - - 20.00

普代村 - - 15.00 普代村 - - 20.00

軽米町 - - 15.00 軽米町 - - 20.00

野田村 - - 15.00 野田村 - - 20.00

九戸村 - - 15.00 九戸村 - - 20.00

洋野町 - - 14.01 洋野町 - - 19.01

一戸町 - - 14.67 一戸町 - - 19.67

平均(単純) - - 13.80 - 平均(単純) - - 18.80 -

＊早期健全化基準は、標準財政規模により算定するため、市町村によってその値が異なること。

連結実質赤字比率　（％）

市町村名 市町村名

実質赤字比率　（％）

20.00 30.00
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(３)　実質公債費比率 (４)　将来負担比率

市町村名
（Ａ）-（Ｂ）

R4（Ａ'）
復興基金を

除く

R3（B'）
復興基金を

除く
（Ａ'）-（Ｂ'）

盛岡市 9.9 9.7 0.2 盛岡市 57.8 (57.8) 59.5 (59.5) △ 1.7 (△ 1.7)

宮古市 8.3 8.2 0.1 宮古市 15.5 (20.7) 21.2 (28.5) △ 5.7 (△ 7.8)

大船渡市 11.6 11.9 △ 0.3 大船渡市 93.0 (93.0) 104.2 (104.2) △ 11.2 (△ 11.2)

花巻市 8.3 8.6 △ 0.3 花巻市 50.4 (50.4) 68.5 (68.5) △ 18.1 (△ 18.1)

北上市 7.0 7.9 △ 0.9 北上市 45.1 (45.1) 42.3 (42.3) 2.8 (2.8)

久慈市 12.5 13.6 △ 1.1 久慈市 104.3 (104.3) 120.8 (120.8) △ 16.5 (△ 16.5)

遠野市 10.8 11.1 △ 0.3 遠野市 65.9 (65.9) 60.3 (60.3) 5.6 (5.6)

一関市 10.1 10.7 △ 0.6 一関市 67.0 (67.0) 77.0 (77.0) △ 10.0 (△ 10.0)

陸前高田市 14.5 14.9 △ 0.4 陸前高田市 - - - - - -

釜石市 14.4 15.8 △ 1.4 釜石市 - - - - - -

二戸市 10.9 11.2 △ 0.3 二戸市 34.4 (34.4) 35.4 (35.4) △ 1.0 (△ 1.0)

八幡平市 16.9 16.2 0.7 八幡平市 48.9 (48.9) 47.0 (47.0) 1.9 (1.9)

奥州市 15.0 16.2 △ 1.2 奥州市 48.8 (48.8) 73.9 (73.9) △ 25.1 (△ 25.1)

滝沢市 6.1 6.2 △ 0.1 滝沢市 40.4 (40.4) 57.3 (57.3) △ 16.9 (△ 16.9)

雫石町 6.2 6.3 △ 0.1 雫石町 9.9 (9.9) 50.9 (50.9) △ 41.0 (△ 41.0)

葛巻町 8.3 8.4 △ 0.1 葛巻町 - - 5.5 (5.5) △ 5.5 (△ 5.5)

岩手町 7.2 7.1 0.1 岩手町 24.0 (24.0) 29.9 (29.9) △ 5.9 (△ 5.9)

紫波町 12.9 12.9 - 紫波町 105.1 (105.2) 122.6 (122.7) △ 17.5 (△ 17.5)

矢巾町 15.8 15.0 0.8 矢巾町 97.7 (97.7) 125.6 (125.6) △ 27.9 (△ 27.9)

西和賀町 12.8 11.2 1.6 西和賀町 79.4 (79.4) 85.6 (85.6) △ 6.2 (△ 6.2)

金ケ崎町 13.2 13.8 △ 0.6 金ケ崎町 - - - - - -

平泉町 9.1 8.8 0.3 平泉町 80.1 (80.1) 63.9 (63.9) 16.2 (16.2)

住田町 9.0 9.6 △ 0.6 住田町 - - - - - -

大槌町 12.7 13.0 △ 0.3 大槌町 - - - - - -

山田町 5.4 6.1 △ 0.7 山田町 - - - - - -

岩泉町 14.0 13.8 0.2 岩泉町 - - - - - -

田野畑村 8.5 8.7 △ 0.2 田野畑村 - - - - - -

普代村 9.4 9.6 △ 0.2 普代村 - - - - - -

軽米町 10.9 10.8 0.1 軽米町 63.6 (63.6) 74.8 (74.8) △ 11.2 (△ 11.2)

野田村 6.6 7.1 △ 0.5 野田村 - - - - - -

九戸村 7.2 6.9 0.3 九戸村 - - - - - -

洋野町 11.6 12.2 △ 0.6 洋野町 8.7 (8.7) 18.9 (18.9) △ 10.2 (△ 10.2)

一戸町 7.8 8.7 △ 0.9 一戸町 13.2 (13.2) 21.8 (21.8) △ 8.6 (△ 8.6)

平均(単純) 10.5 10.7 △ 0.2 平均(単純) 34.9 (35.1) 41.4 (41.6) △ 6.5 (△ 6.5)

内陸 10.3 10.3 - 内陸 44.4 (44.4) 52.5 (52.5) △ 8.1 (△ 8.1)

沿岸 10.8 11.2 △ 0.4 沿岸 18.5 (18.9) 22.1 (22.7) △ 3.6 (△ 3.8)

実質公債費比率　(％)

市町村名 R4（Ａ）
（R1～R3

決算の平均値）

R3（Ｂ）
（H30～R2

決算の平均値）

将来負担比率　(％)

R4（Ａ）
(R3決算）

R3（B）
(R2決算）

（Ａ）-（Ｂ）

＜内陸・沿岸別平均（単純）＞ ＜内陸・沿岸別平均（単純）＞

＊　内陸市町村：次の沿岸市町村を除く21市町村
　　 沿岸市町村：宮古市,大船渡市,久慈市,陸前高田市,釜石市,大槌町,山田町,岩泉町,田野畑村,普代村,野田村及び洋野町
 　の12市町村

・ 地方債の許可制移行基準 18％
・ 早期健全化基準 25％
・ 財政再生基準 35％

・早期健全化基準 350％ 【
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資金不足比率の状況

盛岡市 7

宮古市 7

大船渡市 4

花巻市 2

北上市 4

久慈市 4

遠野市 2

一関市 6

陸前高田市 4

釜石市 4

二戸市 5

八幡平市 3

奥州市 5

滝沢市 2

雫石町 4

葛巻町 3

岩手町 3

紫波町 1

矢巾町 2

西和賀町 5

金ケ崎町 3

平泉町 2

住田町 2

大槌町 2

山田町 3

岩泉町 3

田野畑村 3

普代村 3

軽米町 2

野田村 5

九戸村 4

洋野町 6

一戸町 4

市町村小計 119 - -

奥州金ケ崎行政事務組合 1

岩手中部水道企業団 1

合　　　　計 121 - -

市町村・
一部事務組合名

R4
公営企業数

R4　（％）
（R3決算）

R3　（％）
（R2決算）

・ 地方債の許可制移行基準 10％
・ 経営健全化基準 20％
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地方公共団体の財政の健全化に関する法律について 

 

１ この法律による制度  

 ・ 地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表 

・ 当該比率に応じて、地方公共団体が財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企

業の経営の健全化を図るための計画を策定 

 

→ 当該計画の実施の促進を図るための行財政上の措置を講ずることにより、地方公

共団体の財政の健全化に資することが目的 

 

２ 施行について 

  平成 20 年４月１日 ・・・ 健全化判断比率等の算定義務（公表）に関する規定施行 

  平成 21 年４月１日 ・・・ 本格施行 

   健全化判断比率等の算定の結果、早期健全化基準等を超えた場合には、個別外部監

査、財政健全化計画等の作成及び公表、実施状況の公表等が義務付けられたこと。 

 

 

 

 

地方公社・第三セクター等

一般会計
等

公営事業
会計うち

公営企業
会計

一部事務組合・広域連合

一般会計

特別会計

　 　
　

　
　

　
　
　
　
　

　
　

　
　
　
　
　
　

　

　
　
　
　

　　　　

地
方
公
共
団
体

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

※公営企業会計
ごとに算定

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

健全化判断比率等の対象範囲について
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【参考：用語解説】 

実質赤字比率：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する割合 

実質赤字比率（％）＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

・ 一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

・ 実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

連結実質赤字比率：全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する割合 

連結実質赤字比率（％）＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

・連結実質赤字額：アとイの合計額がウとエの合計額を超える場合の当該超える額 

ア 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生

じた会計の実質赤字の合計額 

イ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ウ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

エ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する割合 

実質公債費比率（％）＝

（３か年平均） 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

 （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

・準元利償還金：アからオまでの合計額 

ア 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における１年当たり

の元金償還金相当額 

イ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認め

られるもの 

ウ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に

充てたと認められるもの 

エ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

オ 一時借入金の利子 

将来負担比率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合 

将来負担比率（％）＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

          ＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

・将来負担額：次のアからコまでの合計額 
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ア 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

イ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの） 

ウ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

エ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

オ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

カ 地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を

勘案した一般会計等の負担見込額 

キ 当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計

等の負担見込額 

ク 設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還

すべきものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金のうち、

当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ケ 連結実質赤字額の合算額 

コ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額の合算額 

・充当可能基金額：アからクまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金 

資金不足比率：公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する割合 

資金不足比率（％）＝ 
資金の不足額 

事業の規模 

・資金の不足額 

法適用企業：（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高 

－流動資産）－解消可能資金不足額 

法非適用企業：（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために

起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

※ 解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事業が

ある場合において、資金の不足額から控除する一定の額。 

※ 宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。 

・事業の規模 

法適用企業： 営業収益の額－受託工事収益の額 

法非適用企業：営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

※ 指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。 

※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達した

資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。 

標準財政規模：地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもの 

標準財政規模＝［基準財政収入額－〔地方譲与税＋特例交付金＋交通安全対策特別交付金〕］×100/75 

＋地方譲与税＋特例交付金＋交通安全対策特別交付金＋普通交付税（臨時財政対策債を含む） 

 


